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公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
令和元年５月 17 日
分任支出負担行為担当官
四国地方整備局
四国山地砂防事務所長 星野 久史

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 36
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 令和元年度 四国地区航空レーザ
計測業務（電子入札対象案件）
 業務内容 本業務は、吉野川下流域（徳島
県）及び香川県南部を対象に航空レーザ測量
を行う他、過去の地形との差分解析を実施す
ることにより土砂移動実態を把握するもので
ある。また、吉野川中流域（高知県）の河川
を対象にＡＬＢ計測の手法を用いて航空レー
ザ測深測量を行うものである。
主な業務内容は、以下のとおりである。
・航空レーザ測量
・航空レーザ測深測量（ＡＬＢ計測）
・土砂移動差分解析

 履行期間 契約締結日の翌日から令和２年
２月28日まで

 設計共同体 に掲げる条件を満たして
いる者により構成される設計共同体であっ
て「競争参加者の資格に関する公示」（令和
元年５月17日付け四国地方整備局長）に示
すところにより四国地方整備局長から令和
元年度四国地区航空レーザ計測業務に係る
設計共同体としての競争参加者の資格（以
下「設計共同体としての資格」という。）の
認定を指名通知日までに受けている者であ
ること。
なお、設計共同体の構成員の一部が指名
停止措置を受けた場合は、技術提案書の提
出期限までに指名停止措置を受けた会社に
代わる構成員を補充したうえで、新たに設
計共同体としての資格の認定及び競争参加
資格の確認の申請を行うことができる。

 入札参加者を選定するための基準 四国地
方整備局建設コンサルタント業務等請負業者
選定事務処理要領に定める指名基準による。
なお、同基準中の「当該業務における技術的
適性」については、同種又は類似業務の実績、
配置予定技術者の資格、業務の経験、手持ち
業務等を勘案するものとする。

 本業務は、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式の業務である。また、予定価格が1000万
円を超える場合には、予算決算及び会計令（昭
和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）
第85条の基準に基づく価格（以下「調査基準
価格」という。）を設定するものとし、技術提
案の確実な履行の確保を厳格に評価するた
め、技術提案の評価項目に新たに「履行確実
性」を加えて技術評価を行う試行業務とする。
なお、予定価格が100万円を超え1000万円

以下である場合には、品質確保の観点から品
質確保の基準となる価格（以下「品質確保基
準価格」という。）を設定するものとし、技術
提案の確実な履行の確保を厳格に評価するた
め、技術提案の評価項目に新たに「履行確実
性」を加えて技術評価を行う試行業務とする。
 本業務は、提出資料、入札等を電子入札シ
ステムで行う対象業務である。

なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方
式に代えることができる。
 本業務は、「低価格受注業務がある場合にお
ける予定管理技術者等の手持ち業務量の制限
等」の試行業務である。
 本業務は、若手技術者の育成支援を目的と
した試行業務である。
 本業務は、業務価格を算出するにあたり、
技術提案書の提出依頼者へ参考見積を依頼す
る業務である。なお、見積を取得した歩掛に
ついては、決定後、入札参加者へ通知を行う
予定である。

２ 指名されるために必要な要件
 入札参加者に要求される資格 本入札手続
への参加を希望する者は、参加表明書を提出
しなければならない。
なお、参加表明書の提出者は、に掲げる
資格を満たしている単体企業又はに掲げる
資格を満たしている設計共同体であること。
 単体企業
ア 予決令第98条において準用する予決令
第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
イ 四国地方整備局（港湾空港関係を除く）
における平成31・32年度一般競争（指名
競争）参加資格のうち測量の認定を受け
ている者であること。
ウ 参加表明書の提出期限の日から開札の
時までの期間に、四国地方整備局長から
地方支分部局所掌の建設コンサルタント
業務等に関して指名停止を受けている者
でないこと。
エ 会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者（更生手続開始又は
再生手続開始の決定がなされた者を除
く。）でないこと。

オ 警察当局から暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者とし
て、国土交通省公共事業等からの排除要
請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

カ 入札に参加しようとする者の間に資本
関係又は人的関係がないこと（入札説明
書参照）。なお、本業務に参加表明書を
提出した者の間に資本関係又は人的関係
がある場合には、当該資本関係又は人的
関係がある全ての者を指名しない。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法
 価格及び技術等に関する資料をもって参
加した入札者について、入札価格が予決令
第98条において準用する予決令第79条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内である者のうち、下記総合評価の
方法によって得られた数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
なお、予定価格は設計図書に基づき算出
するものとする。
ただし、国の支払の原因となる契約のう
ち予定価格が1000万円を超える請負契約
について、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると

認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
 評価値の最も高い者が２者以上あるとき
は、当該者にくじを引かせて落札者を決め
る。
 落札者となるべき者の入札価格が調査基
準価格を下回る場合は、予決令第86条の規
定に基づき調査を行うものとする。
 品質確保基準価格の算出方法は、調査基
準価格に準じて算出するものとする。

４ 入札手続等
 担当部局 〒7794806 徳島県三好市井川
町西井川68１ 四国地方整備局四国山地砂
防事務所総務課建設専門官 電話088372
5400（内線403）ＦＡＸ0883726551
 指名競争参加資格の申請の時期及び場所
上記２イに掲げる指名競争参加資格の認
定に係る申請は、「競争参加者の資格に関する
公示」（平成30年10月１日付け国土交通省大臣
官房地方課長、国土交通省大臣官房官庁営繕
部管理課長公示）別記に掲げる当該者（当該

 総合評価の方法
 評価値の算出方法 評価値の算出方法
は、以下のとおりとする。
評価値＝価格評価点＋技術評価点
 価格評価点の算出方法 価格評価点の算
出方法は、以下のとおりとする。
なお、価格評価点の配分点は30点とする。
価格評価点＝（価格評価点の配分点）×
（１－入札価格／予定価格）
 技術評価点の算出方法 技術等に関する
資料の内容に応じて、下記ア、イ及びウの
評価項目毎に評価を行い、評価に応じた得
点を与える。
ただし、調査基準価格又は品質確保基準
価格を設定する場合においては、エの項目
評価を行い、評価に応じた得点を与える。
ア 配置予定技術者の経験又は能力
イ 実施方針等
ウ 評価テーマに対する技術提案
エ 技術提案の履行確実性
上記の技術評価の得点を以下のとおり算
出し、技術評価点とする。
なお、技術評価点の配分点は60点とする。
技術評価点＝（技術評価点の配分点）×
〔（技術評価の得点合計）÷（技術評価の
配点合計）〕
技術評価の得点合計＝（アに係る得点）
＋（技術提案の得点）×（エ技術提案の履
行確実性度）
技術提案の得点＝（イに係る得点）＋（ウ
に係る得点）
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